
 

 

 

重要事項説明書 

 

 

 

社会福祉法人 大協会 

指定通所介護（デイサービス） 

ハートフルふしおデイサービスセンター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      No．               

契約者 

 

 



 

「通所介護重要事項説明書」 

社会福祉法人 大協会 

 

 

 

 

 

 

 

当事業所は、ご利用者に対して「通所介護サービス」を提供します。事業所の概要や提

供されるサービス内容、契約上ご注意いただきたいことを、次のとおり説明します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

通所介護(大阪府指定 第２７７２５００２９０号) 

※ 当サービスの利用は、原則として、要介護認定の結果「要介護」と認定された方が 

対象となります。要介護認定をまだ受けていない方でも、サービスの利用は可能です。 
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１．事業者及び事業所の概要 

 

(１)事業者 

 法 人 名  社会福祉法人 大協会 

 所 在 地  大阪府池田市伏尾町 12 番地の 1 

 電 話 番 号  (072) 754－2901 

 設立年月日  平成 3 年 3 月 30 日 

 

(２)事業所の概要 

 名 称 ／ 種 類  ハートフルふしおデイサービスセンター 

／指定通所介護事業所 

 所 在 地  大阪府池田市伏尾町 12 番地の 1 

 電 話 番 号  (072)754－2901 

 管 理 者  施設長 中田 雅夫 

 設 立 年 月 日  平成 4 年 4 月 1 日 

 通常の事業実施地域  池田市 川西市 

  

営業日及び営業時間 

営業日 月曜日～土曜日(祝日も営業) 

休業日 日曜日 及び 12 月 30 日～1 月 3 日 

相談・受付時間 8:30～18:00 

サービス提供時間 9:30～17:00   

 

(３)利用定員 

 25 名（通常型併設通所介護） 

 

２．職員の配置状況 

 当事業所では、ご利用者に対して「指定通所介護サービス」及び「指定介護予防通所

介護サービス」を提供する職員として、次の職員を配置しています。 

〈職員の配置状況〉 ※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

  

（１）管理者 １名      

  事業所と従業員の管理及び業務の管理を一元化に行うとともに、法令等において規程

されている指定通所介護の実施に関し尊重すべき事項において指揮命令を行う。また、管

理者は、それぞれの利用者に応じて通所介護計画を作成し、利用者又はその家族に対し、

その内容等について説明を行うものとする。 

 

 



  （２）生活相談員 2 名（常勤 2 名）    

利用者の相談や利用計画、日程プログラム等のサービス調整を行う。 

 

  （３）介護職員  5 名（常勤 1 名 非常勤 4 名）    

利用者の日常生活の支援をし、特に入浴，送迎等の支援を行う。 

 

  （４）看護職員  3 名（非常勤 3 名）    

利用者の健康管理、医療との連携支援を行う。 

 

  （５）機能訓練指導員（非常勤 3 名） 

要介護・要支援状態の軽減又は、悪化防止の為に機能訓練を行う。 

 

 〈職種の勤務体制〉 

 職種 勤務体制 

相談員 勤務時間 8:30～17:00 9:30～18:00 

介護職員 勤務時間 8:30～17:00 9:30～18:00 

看護職員 勤務時間 9:00～17:30 10:00～16:00 

機能訓練指導員 勤務時間 9:00～17:30 

運転手 勤務時間 8:15～10:30 16:15～18:00 

管理栄養士 勤務時間 9:00～17:30 

歯科衛生士 勤務時間 8:30～17:00 9:30～18:00 

 

３．通所介護の概要 

 通所介護は、要介護者の家庭等での生活を継続させるために立案された居宅介護サー

ビス計画書に基づき、当事業所をご利用いただき、利用者の社会的孤立感の解消及び

心身の機能の維持回復を図るため提供されます。このサービスを提供するにあたって

は、利用者に関わる生活相談員、看護職員、介護職員その他専ら通所介護の提供にあ

たる従事者の協議によって、通所介護計画が作成されますが、その際、契約者・利用

者・扶養者(ご家族)の希望を十分取り入れ、また、計画の内 

容については同意をいただくことになります。 

 

４．通所介護サービスにおいて提供するサービスと利用料金 

 当事業所では、通所介護において、利用者に対して、次のサービスを提供します。 

 当事業所が提供するサービスについて 

(１) 利用料金が介護保険から給付される場合 

(２) 利用料金の全額を利用者に負担いただく場合 

 があります。 



(１)介護保険の給付の対象となるサービス(契約書第 6 条、第 8 条参照) 

 次のサービスについては、利用料金の大部分(通常9割)が介護保険から給付されます。 

 

☆加算対象サービスについては利用者ごとの選択性となります。利用するサービスの種

類や、実施日、実施内容等については、居宅サービス計画に沿い、事業所と利用者で

協議したうえで通所介護計画書に定めます。 

 

〈サービスの概要〉 

① 食事･･･当事業所では栄養士(管理栄養士)の立てる献立により、栄養並びに利用者        

の状況及び嗜好を考慮した食事を提供します。 

② 入浴･･･利用者の身体状況によっては中止する場合があります。 

③ 排泄･･･利用者の排泄の介助を行います。 

④ 機能訓練･･･利用者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な機能の     

回復またはその減退を防止するための訓練を実施します。 

⑤ 送迎･･･利用者の選択により行います。 

 

☆選択加算対象サービス（加算単位数については下記を参照ください。） 

 以下のサービスは、介護報酬の加算対象となっています。ご利用の際には、加算

額の負担割合に応じた額を追加料金としてご負担いただきます。 

 

① 個別機能訓練 

機能訓練指導員により、ご利用者の心身等の状況に応じて、個別機能訓練計画を

作成し、日常を送るのに必要な機能の回復又はその減退を防止するための訓練を

実施します。 

② 口腔機能向上サービス 

・歯科衛生士等により、ご利用者の口腔機能の状態に応じて、口腔機能改善管理

指導計画を作成し、口腔清潔、摂食、嚥下機能の向上等を図るためのサービス

を実施します。 

・月 2 回、歯科衛生士等が口腔機能改善サービスを実施した際に料金をいただき

ます。3 ヶ月を限度として実施しますが、評価の結果、口腔機能の向上がない

場合には、さらに継続してサービスを受けることができます。 

 

 ☆加算対象サービス（デイサービス独自の体制加算となっています。） 

・サービス提供体制強化加算（Ⅰ）    

一日 22 単位 (1 割負担額 23 円) (2 割負担額 46 円) (3 割負担額 70 円) が加算 

されます。 

    ≪算定要件≫ 

サービスを提供する介護職員総数の内、勤続 10 年以上の介護福祉士の占める



割合が 25％以上である。 

 

   ・中重度者ケア体制加算 

    一日 45 単位 (1 割負担額 47 円) (2 割負担額 94 円) (3 割負担額 141 円) が加算

されます。 

≪算定要件≫ 

1. 介護職員又は看護職員の員数に加え、介護職員又は看護職員を常勤換算方

法で 2 以上確保していること。 

2. 前年度又は算定日の属する 3 月 0-間の利用者の総数の内、要介護 3 以上の

利用者の占める割合が 30/100 以上である。 

3. 指定通所介護を行う時間帯を通じて、看護職員を 1 名以上確保しているこ

と。     

 

〈サービス利用料金(1 日あたり)〉(契約書第 6 条参照) 

① 施設利用料 

介護保険制度では、ご利用者の要介護度の程度及び利用時間によって、利用

料金が異なります。尚、ご利用者の負担割合に応じた額の支払いとなります。 

 

 

（6～7 時間のご利用の場合） 介護保険適用 

 

１．ご利用者の

要介護度とサー

ビス利用料金 

要介護１ 

 

6,155 円 

要介護２ 

 

7,262 円 

要介護３ 

 

8,389 円 

要介護４ 

 

9,496 円 

要介護５ 

 

10,624 円 

２．うち、 

介護保険から 

給付される金額 

1 

割 
5,539 円 6,535 円 7,550 円 8,546 円 9,561 円 

2

割 
4,924 円 5,809 円 6,711 円 7,596 円 8,499 円 

3

割 
4,308 円 5,083 円 5,872 円 6,647 円 7,436 円 

３．サービス 

利用に係る 

自己負担額 

（１－２） 

1

割 
616 円 727 円 839 円 950 円 1,063 円 

2

割 
1,231 円 1,453 円 1,678 円 1,900 円 2,125 円 

3

割 
1,847 円 2,179 円 2,517 円 2,849 円 3,188 円 



（7～8 時間のご利用の場合） 介護保険適用 

１．ご利用者の

要介護度とサー

ビス利用料金 

要介護１ 

 

6,935 円 

要介護２ 

 

8,189 円 

要介護３ 

 

9,486 円 

要介護４ 

 

10,782 円 

要介護５ 

 

12,099 円 

２．うち、 

介護保険から 

給付される金額 

1 

割 
6,241 円 7,370 円 8,537 円 9,703 円 10,889 円 

2

割 
5,548 円 6,551 円 7,588 円 8,625 円 9,679 円 

3

割 
4,854 円 5,732 円 6,640 円 7,547 円 8,469 円 

３．サービス 

利用に係る 

自己負担額 

（１－２） 

1

割 
694 円 819 円 949 円 1,079 円 1,210 円 

2

割 
1,387 円 1,638 円 1,898 円 2,157 円 2,420 円 

3

割 
2,081 円 2,457 円 2,846 円 3,235 円 3,630 円 

 

② 加算対象サービス 

以下のサービスを利用される場合には、それぞれ料金が上記に加算されます。 

 

（介護保険 1 割負担の場合） 

１．加算対象サー

ビスとサービス利

用料金 

入浴（Ⅰ） 

 

422 円 

個別機能訓練  

 （Ⅰ）イ 

590 円 

栄養改善 

 

1,567 円 

口腔機能向上 

 

1,567 円 

２．うち、介護保

険から給付される

金額 

380 円 

 

531 円 1,410 円 1,410 円 

３．サービス利用

に係る自己負担額 

（１－２） 

42 円 

 

59 円 157 円 157 円 

 

 

 

 

 



（介護保険 2 割負担の場合） 

１．加算対象サー

ビスとサービス利

用料金 

入浴（Ⅰ） 

 

422 円 

個別機能訓練  

 （Ⅰ）イ 

590 円 

栄養改善 

 

1,567 円 

口腔機能向上 

 

1,567 円 

２．うち、介護保

険から給付される

金額 

338 円 

 

472 円 1,253 円 1,253 円 

３．サービス利用

に係る自己負担額 

（１－２） 

84 円 

 

118 円 314 円 314 円 

 

（介護保険 3 割負担の場合） 

１．加算対象サー

ビスとサービス利

用料金 

入浴（Ⅰ） 

 

422 円 

個別機能訓練  

 （Ⅰ）イ 

590 円 

栄養改善 

 

1,567 円 

口腔機能向上 

 

1,567 円 

２．うち、介護保

険から給付される

金額 

295 円 

 

413 円 1,096 円 1,096 円 

３．サービス利用

に係る自己負担額 

（１－２） 

127 円 177 円 471 円 471 円 

 

・同一建物に対する減算 

    通所介護事業所と同一建物に居住する者又は、同一建物から当該事業所に通い

通所系サービスを利用する者であること。ただし、傷病等により、一時的に送迎

が必要な利用者、その他やむを得ず送迎が必要であると認められる利用者に対し

て送迎を行う場合は、減算を行いません。 

    上記内容であった場合、1 日につき 94 単位減算されます。 

   

  ・送迎が実施されない場合の減算 

    送迎を実施していない場合（利用者が自ら通う場合、家族が送迎を行う場合等

の事業所が送迎を実施していない場合）は減算されます。 

    上記内容であった場合、片道につき、47 単位減算されます。 

 

・介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 

   1 月につき所定単位×９.２％加算されます。 

 



   

(２)介護保険の給付の対象とならないサービス(契約書第 6 条、第 9 条参照) 

 次のサービスについては、利用料金の全額が、利用者の負担となります。 

  

 〈サービスの概要と利用料金〉 

① 介護保険給付の支給限度額を越えるサービス 

介護保険給付の限度額を超えるサービスを利用される場合は、サービス利用料

金の全額をご負担いただきます。 

② 食事の材料の提供(食材費) 

利用者に提供する食事の材料等に係る費用です。 

料金：700 円(おやつ代 100 円含む) 

（利用日当日、午前 10 時 30 分以降に体調不良などによる早退時の昼食欠食 

 時には、キャンセル料として 500 円徴収させていただきます。） 

③ 通常の事業実施区域(池田市)外の送迎費用 

(利用料金：事業所より 10 キロメートル未満 1000 円 

      事業所より 10 キロメートル以上 2000 円） 

④ 複写物の交付 

利用者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を

必要とする場合には、実費をご負担いただきます。(1 枚につき 10 円) 

 

⑤ 日常生活上必要となる諸費用・実費 

日常生活の購入代金等ご利用者の日常生活に要する費用で、ご利用者に負担い

ただくことが適当である事に係る費用については、実費をご負担いただきます。 

 

５．サービス利用料金のお支払い等について 

(１)利用料金のお支払い(契約書第 6 条参照) 

 通所介護サービスの利用料金・費用は 1 ヶ月ごとに計算し請求しますので、次の方

法でお支払いください。 

(１)介護保険の給付の対象となるサービス分 

  ○金融機関口座から自動引落しとします。(毎月 27 日) 

  ○所定の申込書にて振替手続きを行っていただきます。 

  ○領収書はお支払いを確認後、翌月の請求書とともに送付いたします。 

(２)介護保険の給付の対象とならないサービス分 

  ○サービスの利用終了時に、その都度お支払いください。 

(２)サービス利用料金に関する留意事項(契約書第 6 条参照) 

 ○介護保険の給付の対象となるサービスの利用料金については、利用料金の大部分

(通常 9 割)が介護保険から給付されます。 

 ○但し、ご利用者がまだ要介護認定を受けていな場合、または居宅サービス計画が作



成されない場合には、サービス利用料金の全額をいったんお支払いいただきます。

要介護認定を受けた後、または、居宅サービス計画が作成された後、自己負担額を

除く金額が、介護保険から払い戻されます(償還払い)。 

 ○償還払いとなる場合、利用者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載

した「サービス証明書」を発行します。 

 ○介護保険の給付の対象外のサービスの利用料金について、所定の料金体系に基づい

た利用料金を、お支払いいただきます。 

 ○介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、利用者の負

担額を変更します。 

 ○経済状況の著しい変化その他止むを得ない事由がある場合、相当な額に変更するこ

とがあります。 

 

(３)サービス利用の中止、変更、追加(契約書第 5 条参照) 

 ○利用予定日の前に、利用者の都合により、サービスの利用を中止または変更、もし

くは新たなサービスの利用を追加することができます。この場合には、サービス利

用予定の前日までに、必ず事業所にお申し出ください。 

 ○サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼動状況により、利用者の

希望する期間・期日・時間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能曜日時

を契約者・利用者等に提示して協議します。 

 

６．サービス利用に関する留意事項(契約書第 10 条参照) 

(１)利用者の守るべき事項 

 利用者は、各自の尊厳を認め、その思想を尊重しあうものとし、利用者同士相互に本

施設の秩序や風紀を乱したり、他人に迷惑となる行為をしないでください。 

 ○日課に従い、規則正しい生活を送る。 

 ○医師の指示に従うとともに、薬は正しく服用する。 

 ○飲酒は禁止します。 

 ○たばこは決められた場所で喫煙してください。 

 

 (２)緊急時における対応について 

 サービスの提供を行っているときに、利用者に症状の変化その他緊急事態が生じたと 

きは、施設の医師または看護職員もしくは主治医またはあらかじめ定めた協力医療 

機関と連携して、必要な措置を講ずるものとします。 

 

(３)事故発生時の対応 

 利用者に対する指定通所介護の提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の

家族、利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じ

ます。また、利用者に対する指定通所介護の提供により賠償すべき事故が発生した場



合は、損害賠償を速やかに行います。連絡先については下記を参照願います。 

 

市町村：池田市役所 福祉部 地域支援課 TEL：0 7 2 -（ 7 5 2） - 1 1 1 1 

居宅介護支援事業者事業所名 

 

担当介護支援専門員氏名 

 

所在地： 

 

電話番号： 

家族等連絡先： 

氏名          続柄 

 

住所  ： 

 

電話番号：自宅 

 

    ：勤務先 

 

    ：携帯電話 

 

なお、事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

 保険会社名 損害保険ジャパン日本興亜株式会社 

保険名 社会福祉施設 損害補償「しせつの損害補償」 

補償の概要 事業者の不備・欠陥又は職員の業務上の管理・ｻｰﾋﾞｽﾐｽや提供した飲

食物などにより利用者、その他第三者の身体に障害を与えた場合又は

財物に損害を与えた場合などに補償されます。 

 

(４) 緊急止むを得ず身体拘束等を行う手続き 

 通所介護サービスの提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体

を保護するため緊急止むを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限す

る行為は行わない。 

 １．前項の身体拘束等を行う場合には、次の手続きにより行う。 

 (１)「身体拘束に関する説明書・経過観察記録」に身体拘束にかかる対応及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急止むを得なかった理由を記録する。 

 (２)利用者又は家族に説明し、その他方法がなかったか改善方法を検討する。 

 ２．利用者に対する通所介護サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は

損害賠償を速やかに行う。 

 

（５）高齢者虐待防止について 

 事業者は、利用者の人権の擁護・虐待の防止のために、次にあげるとおり必要な措置 

を講じます。 

1．研修等を通じて、従業者の人権意識の向上や知識や技術の向上に努めます。 



2．個別支援計画の作成など適切な支援の実施に努めます。 

3．従業者が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、従業者が

利用者等の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

虐待防止に関する責任者 管理者  中田 雅夫 

 

(６)持込みの制限 

 施設への利用にあたり、次のものを持込むことはできません。 

 ※刃物・爆発物・有毒ガスを発生するもの等の危険物 

 ※貴重品  ※動物 

 ※その他のものの持込みについては、施設にお尋ねください。 

 

(７)施設・設備の使用上の注意(契約書第 10 条、第 14 条参照) 

  ○居室及び共用施設、敷地を本来の用途・用法に従って利用してください。 

  ○故意にまたは僅かな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設・設備を壊し

たり、汚したりした場合は、契約者の自己負担により原状に回復していただくか、

または相当の代償をお支払いいただく場合があります。 

  ○利用者に対するサービスの実施または安全衛生等の管理上の必要があると認め

られる場合には、必要な措置をとることができるものとします。その場合には、

利用者のプライバシー等の保護について、充分な配慮をするものとします。 

  ○サービス従事者、当事業所の職員または他の利用者に対し、迷惑を及ぼすような

宗教活動、政治活動、営利活動を行うことはできません。 

 

７．秘密保持と個人情報の保護について 

(１)利用者及びその家族に関する

秘密の保持について 

事業者及び事業者の使用する者は、サービ

ス提供をする上で知り得た利用者及びその

家族に関する秘密を正当な理由なく、第三

者に漏らしません。 

(２)個人情報の保護について 

事業者は、利用者から予め文章で同意を得

ない限り、サービス担当者会議において、

利用者の個人情報を用いません。 

事業者は、利用者及びその家族に関する個

人情報が含まれる記録物については、最良

な管理者の注意をもって管理し、または処

分の際も第三者への漏洩を防止するものと

します。 

 

８．契約の終了について(契約書第 16 条参照) 

 利用者及び契約者は、次の各号のいずれかに基づく契約の終了がない限り、本契約に 



定めるところに従い、事業者が提供するサービスを利用することができるものとしま 

す。 

(１)利用者が死亡した場合。 

(２)要介護認定により、利用者の心身の状況が「自立」と判定された場合。 

(３)事業所が解散命令を受けた場合または破産宣告を受けた場合もしくは止む

を得ない事由により事業所を閉鎖した場合。 

(４)施設の滅失または重大な殷損により各サービスの提供が不可能になった場

合。 

(５)当施設が介護保険の指定を取り消された場合または辞退した場合。 

(６)契約者から解約の申し出があった場合(詳細は下記をご参照ください)。 

(７)事業者から解約の申し出があった場合(詳細は下記をご参照ください)。 

 

(１)契約者からの申し出(中途解約・契約解除)(契約書第 17 条、第 18 条参照) 

 契約の通行期間であっても、契約者から、契約を解除することができます。その場合 

には、契約を終了する日の７日前までにお申し出ください。 

但し、次の場合には、即時に契約を解約・解除することができます。 

(１)介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

(２)利用者が入院された場合。 

(３)事業者またはサービス従事者が、正当な理由なく本契約に定める通所介護サ

ービスを実施しない場合。 

(４)事業者またはサービス従事者が、守秘義務に違反した場合。 

(５)事業者またはサービス従事者が、故意または過失により、契約者または利用

者の身体・財物・信用等を傷つけた場合、著しい不信行為をした場合、その

他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合。 

(６)他の利用者が利用者の身体・財物・信用等を傷つけた場合または傷つける恐

れがある場合において、適切な措置対応をとらない場合。 

 

(２)事業者からの申し出による場合(契約解除)(契約書第 19 条参照) 

 次の事項に該当する場合には、契約を解除することがあります。 

(１)契約者が、契約締結時に利用者の心身の状況及び病歴等の重要事項につい

て、故意にこれを告げずまたは不実の告知を行い、その結果本契約を継続し

がたい重大な事情を生じさせた場合。 

(２)契約者がサービス利用料金の支払いを３ヶ月以上遅延し、相当期間を定めた

催告にもかかわらず支払われない場合。 

(３)利用者が、故意または重大な過失により、事業者またはサービス従事者もし

くは他の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、または著しい不信

行為を行うこと等によって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた



場合。 

(４)利用者の行動が、サービス従事者または他の利用者等の生命・身体・健康等

に重大な影響を及ぼす恐れがある場合、または利用者が重大な自傷行為を繰

り返す場合等によって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場

合。 

(５)サービス利用の中止・変更の申し入れについて、事業者から再三の要請にも

かかわらず無断での中止が繰り返され、その結果本契約を継続しがたい重大

な事情が認められた場合。 

 

９．苦情の受付について(契約書第 22 条参照) 

(１)苦情の受付 

当事業所に対する苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

苦情責任者 施設長   中田 雅夫 

苦情受付窓口 事業次長  和田 健次郎 

第三者委員 秦 孝雄  花田 義信 

在宅サービス苦情窓口 事業次長  和田 健次郎 

受付時間 毎週月曜日～金曜日 9 時 00 分～17 時 30 分 

毎週土曜日     9 時 00 分～12 時 45 分 

電話番号 ０７２－７５４－２９０１ 

 上記営業日、営業時間以外についても、併設する介護老人福祉施設の日直者等が対

応し、担当者に引き継ぎます。又、苦情受付ボックスを玄関に設置しています。 

 

(２)行政機関その他苦情受付機関 

池田市役所 福祉部 

地域支援課 

所在地   〒563-8666 

      大阪府池田市城南 1-1-1 

電話番号  072-（752）-1111 

受付時間  9 時～17 時 

大阪府国民健康保険団体連合会 

介護保険課苦情係 

所在地   〒540-0028 

      大阪市中央区常磐町 1-3-8 

電話番号  06-6949-5418 

FAX    06-6949-5417 

大阪府社会福祉協議会 

運営適正化委員会 

「福祉サービス苦情解決委員会」 

所在地   〒542-0012 

      大阪市中央区谷町 7-4-15 

電話番号  06-6191-3130 

FAX    06-6191-5660 

Email       tekisei@osakafusyakyou.or.jp 

受付時間  月～金  10 時～16 時 

mailto:tekisei@osakafusyakyou.or.jp


(３)解決の手順 

 苦情解決のための責任体制の明確化を図る 

 (１)苦情受付担当者としては、職員すべてが担当者との自覚の上で、事業所全体に広

く目配りを行い、利用者が苦情の申し出をしやすい環境づくりに努める。 

 (２)苦情受付担当者の職務 

  ①利用者からの苦情を随時受け付ける。なお、第三者委員も直接受け付けることが

できる。 

  ②苦情受付担当者は、利用者からの苦情受け付けに際しては、次の内容を書面に記

録の上、内容について苦情申出者に確認を行う。 

   ア．苦情の内容 

   イ．苦情申出者への報告への可否 

   ウ．第三者委員への報告への可否 

   エ．苦情申出者と苦情解決責任者の話し合いへの第三者委員の助言又は立合いの

可否。なお、上記ウ、エが不要の場合は、苦情申出人及び第三者委員に報告

を行う。 

  ③苦情確認のため、利用者等と直接関係した職員に状況聴取を行う等、必要な状況

把握。 

③ 受け付けた苦情は、すべて苦情解決責任者及び第三者委員に報告を行う。 

④ 書など匿名の苦情については、第三者委員に報告の上、必要な対応を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和  年  月  日 

 

  指定居宅サービス(通所介護サービス)の提供の開始に際し、本書面に基づき 

重要事項の説明をしました。 

 

ハートフルふしおデイサービスセンター 

 

 

説明者職名               氏名               印 

 

 

 

 

私たちは、本書面に基づいて施設から重要事項の説明を受けました。 

 

 

ご利用者   住所                                

 

     氏名                           印  

 

      

 

ご家族    住所                                

 

     氏名                                


